
過重労働による健康障害の防止のためには、時間外・休日労働時間の削減、
年次有給休暇の取得促進等のほか、事業場における健康管理体制の整備、
健康診断の実施等の労働者の健康管理に係る措置の徹底が重要です。また、
やむを得ず長時間にわたる時間外・休日労働を行わせた労働者に対しては、
医師による面接指導等を実施し、適切な事後措置を講じることが必要です。

厚生労働省　中央労働災害防止協会

　厚生労働省では、「過重労働による健康障害防止のための総合対策」（平成18年3月17日付け基発第
0317008号、平成20年3月7日付基発第0307006号で一部改正）を策定し、時間外・休日労働の削減、労働者
の健康管理の徹底等を推進しています。

① 上の図は、労災補償に係る脳・心臓疾患の労災認定基準の考え方の基礎となった医学的検討結果を踏まえたものです。

② 業務の過重性は、労働時間のみによって評価されるものではなく、就労態様の諸要因も含めて総合的に評価されるべきものです。

③「時間外・休日労働」とは、休憩時間を除き 1 週間当たり 40 時間を超えて労働させた場合におけるその超えた時間のことです。

④ 2 〜 6 か月平均で月 80 時間を超える時間外・休日労働時間とは、過去 2 か月間、3 か月間、4 か月間、5 か月間､ 6 か月間の

いずれかの月平均の時間外・休日労働時間が 80 時間を超えるという意味です。
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３６協定は限度基準等に適合したものとなっていますか？

　３６協定（時間外・休日労働に関する協定）で定める延長時間については、次の限度時間（対象期間が3箇月間

を超える1年単位の変形労働時間制の対象者を除く。）が定められています。

● 限度時間を超える一定の時間まで労働時間を延長することが

できる事情「特別の事情」は臨時的なもの（一時的または突発的

に、時間外労働を行わせる必要のあるものであり、全体として

1年の半分を超えないことが見込まれるもの）に限るとされて

います。

● 自動車運転者については、「自動車運転者の労働時間等の改善の

ための基準」（平成元年労働省告示第7号）に適合した３６協定と

する必要があります。

● 月４５時間を超えて時間外労働を行わせることが可能な場合で

も、健康障害防止の観点から、実際の時間外労働は月４５時間以

下とするよう努めましょう。

●休日労働についても削減に努めましょう。

労働時間を適正に把握していますか？

●労働時間を適正に管理するため、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、記録する必要があります。
　　※「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準」

年次有給休暇の取得を促進していますか？

●年次有給休暇を取得しやすい職場環境づくり、計画的付与制度の活用に努めましょう。

労働時間等の設定の改善のための措置を実施していますか？

●労働時間等の設定の改善を図るため、労働時間等見直しガイドラインに基づき、必要な措置を講じましょう。

事業者は、裁量労働制対象労働者や管理・監督者についても、健康確保のための責務があることなどに留

意して、過重労働とならないよう十分な注意喚起を行うなどの措置を講ずるよう努めましょう。

1 時間外・休日労働時間を削減しましょう

期　間 １週間 ２週間 ４週間 １箇月 ２箇月 ３箇月 １年間

限度時間 １５時間 ２７時間 ４３時間 ４５時間 ８１時間 １２０時間 360 時間

「労働基準法第36条第1項の協定で定める労働時間の延長の限度等に関する基準」（平成10年労働省公示第154号）
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